
ユニ・チャームの高原でございます。
本日はご多忙のおり、ユニ・チャーム株式会社 2023年12月期決算説明に、ご参加を
賜りまして、誠にありがとうございます。

早速ではございますが、
内容の説明に入らさせていただきます。
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最初に、2023年12月期決算の概要でございます。
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資料3ページをご覧ください。
こちらが2023年12月期決算の総括になります。
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資料の４Pをご覧下さい。
連結決算のハイライトでございます。
2023年12月期決算の業績につきましては、
売上高は、9,418億円、4.9％増収となり、7年連続で過去最高を更新し、コア営業利益
は1,280億円、7.0%増益と、こちらも過去最高を更新しました。
当期では、7月からの原材料単価の下落はあったものの、ドル高ローカル通貨安の影

響もあり、原材料費は高い水準が継続しました。そのような中、引き続き付加価値を付
けた新商品やリニューアル商品などで価値を高めた価値転嫁戦略を進めた結果、粗
利率は四半期毎に改善が順調に進み、コア営業利益率は0.3P改善し13.6％となりまし
た。

連結業績予想につきましては、表の右端にありますように、2023年度は、各国、地域で

ステージに合わせた価値転嫁を進めることによって、売上高ならびに利益を大きく改善
するという計画でありましたが、目標未達成となりました。

要因としましては、中国経済の成長鈍化にともなう流通在庫の増加や、アジアの出生
数の伸び悩み、また新興勢の台頭など影響しましたが、日本などでの価値転嫁戦略が
順調に進捗したことで、売上高、コア営業利益ともに、いずれも過去最高を更新してお
ります。また、親会社の所有者に帰属する当期利益については、インドの保険金収入
と、子会社における留保税効果の引当金の見直しなどがありましたので、実質負担税
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率が減少し、業績予想の達成と過去最高の実績となりました。

それでは業績並びに業績予想進捗の詳細について、次ページ以降にてご説明いたしま
す。
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資料の５Pをご覧下さい。
四半期別の業績推移でございます。

当社が扱う商品は生活必需品であり、継続的に価値転嫁を進めながら安定した売上
高成長ができており、当第4四半期は四半期単位で過去最高の売上高となりました。

また、コア営業利益につきましては、中国の一時的な業績低下の影響などはありまし
たが、引き続き日本を中心とした価値転嫁の浸透・拡大と、下期から反転した原材料
費のコストダウンなどにより、粗利率は四半期毎に着実に改善し利益額としても拡大す
ることができました。
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資料の6Pをご覧下さい。
次に、コア営業利益の増減でございます。

販売管理費については、売上高比率としては0.4P悪化し、また増収に伴い増加した費
用の部分もありましたので、販売管理費全体では約145億円増加しました。

その中では、『広告費』が47億円増加となりました。これは価値転嫁を浸透させる過程

において、日本や、北米ペットケア、中東、インドネシアなどで更なるブランド認知向上
の広告投下を実施したことが主な要因となります。

次に、『その他』の費用項目で106億円増加しているのは、人件費が一番増加し、次に
業務委託費、研究開発費、旅費交通費、市場調査費などがその要因でございます。

一方、『物流費』については、売上高比率が0.6P改善したことで減少しております。中で

も、日本における価値転嫁効果による物流費率の改善と、関係会社間の輸出入の減
少、およびコンテナ運賃の下落が挙げられます。

次に粗利益に関する項目では、

『原材料関連』費用は、現地通貨安が更に進みましたが、7月から原材料単価は下がり
下期ではコストダウンとなりました。その結果、粗利益は、上期の約125億円減少から
約72億円減少と改善しました。

これら費用を吸収するにあたり、日本やインド、インドネシア、ブラジルなどで、継続的
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な付加価値商品の展開によって価値を上げ、価値転嫁が浸透した結果、販管費と原材
料関連費用の増加分を吸収できました。
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資料の7Pをご覧下さい。
次に所在地別セグメント情報でございます。

まず日本におきましては、
売上高は4.6％増収、12.4%増益となり、コア営業利益率は、円安に伴う原材料価格高
騰の影響などもありましたが、価値転嫁が浸透した結果1.4P改善し20.2%となりました。
下半期に入り、原材料価格の上昇はピークアウトしましたが、2022年と比較して円安が
進んだため、高水準なコストが続き、5月にCOVID-19が感染法上で5類へ移行したこと
から、マスクの売り場が縮小し続け、業績は減退しましたが、ペットケア、ベビーケア、
ウェルネスケアなどで2022年から続けている価値転嫁の進行により、増益となりました。
なかでもペットケアが10%台後半の増収を上期から継続し、マスクを除いたウェルネス
ケアも1桁後半の増収、またベビーケアでも同様に1桁後半の増収となり日本の業績を
牽引しました。

次にアジア地域についてです。
アジア地域におきましては、
売上高は2.3％増収、コア営業利益は8.7%減益、コア営業利益率は9.9％となりました。

アジア主要国においても、原材料価格の高騰が影響しましたが、ほぼ予定どおりの価
値転嫁を進めることはでき、中国、タイを除く主要国では増収増益となり、なかでも順調
に規模が拡大しているインドのベビーケアでは市場シェアNO.1を獲得し、フェミニンケア
では初めて黒字化となりました。一方、課題となる中国では、経済成長鈍化による流通
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在庫増加に伴う在庫圧縮や、福島処理水問題に伴う販売活動の縮小などで一時的な
業績低下がありました。また、タイにおけるベビーケア市場環境の悪化なども影響し、ア
ジアは増収減益となりました。

最後に、その他地域につきましては、
売上高は12.1％増収、コア営業利益は36.9%増益となり、コア営業利益率は1.9P改善し
10.5％となりました。

これを牽引したのは、中東とブラジル、北米ペットケアでございます。

中東については、第2四半期から主にベビーケアを中心に競争力のある価値転嫁を実
践したことで、第3四半期から大きく改善が進み、サウジアラビア国内並びに、海外輸出
ともに成長軌道へ乗せることができました。

ブラジルについては、原材料価格高騰のなか、ベビーケアを中心に広告を積極的に投
下し価値転嫁を進めながら配荷を強化した結果、売上高の高成長が継続し黒字が定着
しました。

北米のペットケアについては、流通在庫の調整で一時的に売上成長は鈍化しましたが、
引き続き、猫おやつなどの価値転嫁商品が好調に推移し収益性は大きく改善できまし
た。
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資料の8Pをご覧下さい。
所在地別のコア営業利益率推移グラフです。

四半期毎の粗利率については、中国の業績低下などの影響はありましたが、原材料
価格高騰のピークアウトしたコストダウン効果と、日本を中心とした価値転嫁が進んだ
ことによって、2022年度第4四半期を底に着実に改善し、その結果、コア営業利益率も
改善しております。
今後も継続した価値転嫁商品の浸透・拡大により、高い収益性基盤を構築し、2030年
の17%の達成に向け改善を進めてまいります。
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資料の9Pをご覧下さい。
海外売上高比率のグラフです。
構成比としては、海外が66.5%（為替影響除き 65.6%）となりました。
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資料の10Pをご覧下さい。
事業別セグメント情報でございます。

パーソナルケアの増収増益については、

先程、所在地別の中でも述べましたように、原材料価格の高騰などのコスト上昇や、日
本におけるマスク業績の減退、中国における一時的な業績低下などがあったにもかか
わらず、日本を中心とした好調な国での価値転嫁などが順調に進み、増収増益となり
ました。

ペットケアについては、今年度は安定した高い成長を実現し増収増益となりました。内
容については、こちらも先程述べましたように

日本が価値転嫁を浸透・拡大させたことで、原材料高騰の影響を吸収し大幅な増収増
益となり業績を牽引しました。
また引き続き北米が増収増益となりました。

その他では、中長期的には成長の柱となる、中国や、タイ、インドネシアといった東南
アジアでも積極的に費用を投下しペットケア商品の販売活動を始めております。

10



資料の11Pをご覧下さい。
各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、
決算レートにおける財務諸表の換算の影響は、
売上高は、対2022年度比で約241億円の増収効果がありました。
またコア営業利益につきましては、約31億円の増益効果がありました。
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次に2024年12月期の業績予想についての概要を、ご説明いたします。
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資料13ページをご覧ください。
こちらが2024年12月期 連結業績予想サマリーとなります。
売上高は、10,060億円、6.8%増収、コア営業利益は、1,440億円、12.5%増益と、それぞ
れ過去最高を更新する計画でございます。
概要としましては、2024年度は、2023年度下期から原材料関連のコストが改善し、年
間では前期比で約77億円のコストダウンを計画しています。

このような環境の中で、引き続き各国や地域での市場と消費者の動向を鑑み、スピー
ディーな対応力で価値転嫁を促進し、粗利率の改善を進めていきます。

また、持続的な成長を目指し、アジアなどで将来の成長ドライバーであるウェルネスケ
アとペットケア事業への積極的な先行投資やアフリカなどへの地域拡大のための投資、
またDXに関連した投資、研究開発、人材投資などにも積極的に取り組んでまいります。
このように、2024年度は、将来を見据えた投資を強化しつつも、原材料関連のコストダ
ウンと価値転嫁の推進などを通じて粗利率を改善し、コア営業利益率は0.7P改善し
14.3%を目指す計画となっております。
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資料14ページをご覧ください。
2024年12月期の連結業績予想のハイライトでございます。

内容については、先程、説明したとおりでございますので説明は割愛いたします。

14



次に株主還元政策についてご説明いたします。
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資料の16Pをご覧下さい。

当社の株主還元政策については、継続的な成長を実現するための事業投資を優先し
ながら、配当については、中長期的な連結業績の成長に基づき、安定的かつ継続的な
配当を実施し、また、自己株式の取得に関しても必要に応じて機動的に実施すること
で、2024年度も総還元性向50％の利益還元を計画しております。
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資料の17Pをご覧下さい。

1株当たり配当金についてですが

2023年度は、予定どおり年間2円増配の40円を実施する見込みでございます。

2024年度におきましては、第2四半期末1株あたりの配当金は2円増配の22円となり、
また期末1株あたり配当金についても2円増配の22円、年間4円増配の44円を実施する
計画でございます。その結果、23期連続の増配となります。
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資料の18Pをご覧下さい。
自己株式の取得の推移でございます。

2023年度は、2月の取締役会で、上限取得価額170億円 上限390万株の取得を決議
し、9月末までに、予定どおりの約170億円を取得しました。

2024年度も、先日の取締役会で、上限取得価額190億円 上限450万株の取得を決議
しましたので、機動的に自己株式を取得してまいりたいと思います。

今後も、安定的かつ継続的な配当と自己株式取得を合わせて実施し、株主の皆さまへ
の利益還元を重要な経営方針のひとつと考え、持続的なキャッシュ・フローの創出によ
る企業価値の向上に努めてまいります。

以上で2023年12月期決算説明を終了いたします。
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次に2024年度から始まります第12次中期経営計画の財務目標について、ご説明いた
します。
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